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第１ 監査の結果 

本件請求について、請求人の主張には理由がないと認めます。 

 

第２ 請求の受付 

１ 請求人 

（略） 

 

２ 請求書の提出日 

令和３年３月８日 

 

３ 請求の内容 

請求の内容は、別紙１のとおりです。 

 

４ 要件審査 

監査委員は、令和３年３月25日に要件審査を行い、本件請求が地方自治法（昭和22年法

律第67号。以下「法」といいます。）第242条所定の要件を備えているものと認め、監査

を実施することを決定しました。 

 

第３ 監査の実施 

１ 監査対象事項の決定 

横浜市（以下「市」といいます。）が、令和２年12月25日に三井不動産株式会社ほか６

者と締結した、公有財産売買予約契約及び一般定期借地権設定に関する予約契約（両契約

を総称して以下「本件予約契約」といいます。）に基づき締結を予定している、横浜市旧

市庁舎（中区港町１丁目１番地に所在する横浜市旧市庁舎建物（行政棟、市会１号棟、市

会２号棟、市会３号棟、中庭棟及びそれらの付属設備。外構、機械式駐車場等構築物一式、

植栽、その他土地に定着している構築物を含む。）。以下「本件建物」といいます。）に

係る公有財産売買契約を締結すること及び中区港町１丁目１番の土地ほか５筆（合計の実

測地積16,522.87平方メートル。以下「本件土地」といいます。）に係る一般定期借地権

設定契約を締結することが、違法又は不当な財務会計上の行為に該当するか否かを監査対
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象事項としました。 

 

２ 監査対象局  

都市整備局及び財政局を監査対象局としました。 

 

３ 証拠の提出及び陳述の聴取 

監査委員は、法第242条第７項の規定に基づき、請求人に証拠の提出及び陳述の機会を

設けました。請求人は、令和３年４月８日に追加の証拠の提出を行うとともに、令和３年

４月９日に陳述を行いました。  

また、令和３年４月９日に、都市整備局及び財政局から見解書（別紙２、３のとおり）

の提出を受けるとともに、両局の職員から陳述を聴取しました。 

なお、請求人は令和３年４月14日に意見書（別紙５のとおり）の提出を行いました。 

 

第４ 監査の結果 

１ 請求人及び監査対象局職員の陳述 

請求人並びに都市整備局職員及び財政局職員から令和３年４月９日に聴取した陳述内容

は、別紙４のとおりです。 

 

２ 事実関係の確認 

請求人からの提出書面及び請求人の陳述、監査対象局からの提出書面及び監査対象局職

員の陳述並びに監査委員の調査により、監査対象事項について、次の事実を認めました。 

なお、今回の監査委員の調査には、令和２年３月13日受付の住民監査請求における調査

等の内容も含んでいます。 

(1) 本件経過の概要について 

ア 横浜市現市庁舎街区等活用事業実施方針について 

市は、平成 29 年３月に、当時の市庁舎街区等を活用するため、市民意見募集の結

果やサウンディング型市場調査の結果及び有識者等からなる横浜市現市庁舎街区等活

用事業審査委員会の意見を踏まえ、横浜市現市庁舎街区等活用事業実施方針を策定し
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ました。  

当該実施方針では、現市庁舎街区の活用について、現市庁舎街区は駅前の大規模で

整形な土地であり、将来にわたって、まちづくり上、重要な場所となるため、土地は

市が所有したまま、都市整備局が事業提案型の公募を行うこと等を決定しています。

また、土地活用の目的について、「国際的な産学連携」、「観光・集客」をテーマに

地区の賑わいと活性化を目指すこととしています。 

イ 現市庁舎街区活用事業募集要項について 

市は、事業実施方針の策定を受け、本件建物については不動産鑑定評価等に基づく

適正な価格で事業者に譲渡すること等を、本件土地については一般定期借地権を設定

すること等を記載した現市庁舎街区活用事業募集要項を定めた上で、平成 31 年１月

11日に公募を開始しました。 

ウ 事業予定者の決定と基本協定の締結について 

公募の結果、現市庁舎街区活用事業について、令和元年７月の締切りまでに３件の

応募があり、これを受けて、横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会において審査

が行われ、市長に対して、令和元年８月 27 日に答申が行われました。答申を受け、

市は、三井不動産株式会社を代表者とするグループを事業予定者として決定し、令和

元年９月４日にその旨を事業者に通知しました。令和元年 12 月 27 日には市と事業予

定者との間で現市庁舎街区活用事業に関する基本協定（以下「基本協定」といいま

す。）が締結されたことが認められます。 

基本協定の第４条及び第５条には、土地賃借人を「三井不動産株式会社、鹿島建設

株式会社、京浜急行株式会社、第一生命保険株式会社、株式会社竹中工務店、株式会

社ディー・エヌ・エー、東急株式会社」とすること、当該土地賃借人と定期借地権設

定契約及び公有財産売買契約を締結することとの記載が認められます。 

エ 予約契約の締結について 

市は、基本協定に基づき、令和２年 12 月 25 日に本件予約契約を三井不動産株式会

社ほか６者と締結したことが認められます。また、いずれの契約においても、令和３

年９月 30 日までに本契約を締結しなければならないとされていることが認められま

す。 
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(2) 財産処分等における手続について 

ア 財産の処分及び貸付け等における価格決定について 

横浜市公有財産規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 60 号）及び横浜市財産評価基準

要綱（昭和 46 年９月２日制定）は、財産の処分や貸付け等における価格や貸付料等

の決定に際しては、原則として、あらかじめ横浜市財産評価審議会（以下「財価審」

といいます。）に諮問するものと規定しています。 

横浜市公有財産規則（抜粋） 

（趣旨） 

第１条 公有財産の取得、管理及び処分については、法令、条例その他別に定めるも

ののほか、この規則の定めるところによる。 

（財産の価格決定の際の諮問） 

第15条 公有財産の取得、処分、貸付けまたは使用許可の場合における当該財産の価

格、貸付料または使用料の決定に際しては、あらかじめ横浜市財産評価審議会（以

下「評価審議会」という。）に諮問するものとする。ただし、軽易または特別なも

のについては、この限りでない。 

横浜市財産評価基準要綱（抜粋） 

（軽易又は特別なもの） 

第４条 軽易又は特別なものとは、評価案件の目的、規模及び見込評価額並びに財産

の特殊性及び評価技術の専門性等から、審議会への諮問を要しないと判断されるも

ので、次の各号に定めるものをいう。 

(1) 当該財産の見込評価額が100,000,000円未満（貸付けの場合は当該財産の貸付料

の見込評価額（月額）が1,000,000円未満）のもの。又は、当該財産を取得等する

合計面積が1,000㎡未満のもの。ただし、横浜市議会の議決に付すべき財産の取得

または処分に関する条例（昭和39年３月横浜市条例第４号）第２条の規定に該当す

るものを除く。 

（第２号以下省略） 

イ 財価審の組織について 

横浜市財産評価審議会条例（昭和 39 年３月横浜市条例第 15 号）は、財価審の組織

について、次のように規定しています。 

横浜市財産評価審議会条例（抜粋） 

(組織) 

第３条 審議会は、委員10人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 学識経験のある者 

(2) 関係行政機関の職員 

なお、財政局により公表されている委員名簿によれば、財価審は、不動産鑑定士５

名、弁護士２名の計７名によって構成されていることが認められます。 
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ウ 財価審への諮問に際し必要な手続について 

横浜市財産評価審議会諮問手続要領（平成 10 年９月１日制定）は、財価審への諮

問に際し必要な手続について、次のように規定しています。 

横浜市財産評価審議会諮問手続要領（抜粋） 

（参考鑑定） 

第５条 審議会への諮問に際しては、議案作成のため、原則として不動産鑑定業者２

者による不動産鑑定評価書、意見書または調査報告書（以下「鑑定評価書等」とい

う。）を必要とする。 

２ 鑑定評価書等（副本１部）は、幹事会開催予定日の前週の月曜日までに審議会事

務局へ提出する。 

（第３項以下省略） 

エ 不動産鑑定評価依頼について 

財政局によれば、土地の不動産鑑定評価に限らず、建物の不動産鑑定評価の依頼を

不動産鑑定業者に行う場合の手続についても、土地鑑定評価依頼事務要領（昭和 43

年 10月 28日制定）を用いることとされています。 

土地鑑定評価依頼事務要領（抜粋） 

（評価依頼の手続） 

第５条 不動産鑑定業者に土地の鑑定評価を依頼しようとするときは、別記様式第１

号による鑑定評価依頼書により行うものとする。この場合において、別記様式第２

号による承諾書を不動産鑑定業者に提出させるものとする。 

（第２項以下省略） 

オ 鑑定評価書等の検査等について 

鑑定評価書等の検査等について、土地鑑定評価依頼事務要領では、次の手続により

行うものと規定されています。 

土地鑑定評価依頼事務要領（抜粋） 

（鑑定評価書等の検査等） 

第８条 局長は、不動産鑑定業者から鑑定評価書の提出を受けたときは、当該鑑定評

価書に記載されている内容が鑑定評価依頼書による評価条件等に適合しているか否

かを確認するため必要な検査をしなければならない。 

また、基準表の提出を受けたときは、当該基準表に記載されている内容が基準表

作成依頼書による作成条件に適合しているか否かを確認するため必要な検査をしな

ければならない。 

２  局長は、前項の規定による検査の結果、不動産鑑定業者が鑑定評価依頼書による

評価条件等に適合した鑑定評価を行っていない場合には、当該不動産鑑定業者に対

して再鑑定評価を求め、又は鑑定評価額の決定理由の不備の補完若しくは採用した

評価に関する資料、鑑定評価の手順等に関する事項の追加を求めるものとする。 

なお、基準表作成依頼書による作成条件に適合した基準表の作成を行っていない

場合には、当該不動産鑑定業者に対して再作成を求め、又は不備の補完を求めるも

のとする。 
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カ 答申価格の決定について 

財価審は、横浜市財産評価審議会運営要綱（平成 10 年９月１日制定）に基づき、

審議会開催の前に原則として現地調査を実施し、審議会では、議案についての意見交

換等の終了後、議案の可否を問い、答申価格を決定することとされています。 

横浜市財産評価審議会運営要綱（抜粋） 

（現地調査） 

第７条 審議会は、原則として審議会開催日の２週間前の月曜日に、委員及び幹事に

よる現地調査を実施するものとする。ただし、会長が特に現地調査を不要と判断し

た案件については、現地調査を省略することができる。 

（答申価格の決定） 

第９条 答申価格の決定は、次の各号に従い行う。 

（1）意見交換等の終了後、議案の可否を問い、答申価格を決定する。議案の可否に

ついては、過半数の同意をもって決定する。委員の過半数の同意を得られない場合

は否決したものとみなす。 

（第２号以下省略） 

キ 財価審に諮問された案件の評定について 

横浜市財産評価基準要綱は、財価審に諮問された案件の評定等について、次のよう

に規定しています。 

横浜市財産評価基準要綱（抜粋） 

（審議会に諮問された案件の評定等） 

第５条 審議会へ諮問した案件は、原則として審議会の答申価格をもって本市の評定

価格とする。  

（第２項省略） 

(3) 本件建物の売却価格の決定について 

ア 不動産鑑定業者の選定について 

平成 30 年８月 28 日に開催された都市整備局第二入札参加資格審査・業者選定委員

会において、次の選定理由により、アサヒ不動産鑑定及び株式会社日本アプレイザル

ファームの２者が選定されました。 

（業者選定理由） 

・近年、周辺の大規模資産の鑑定評価の実績がある業者 

・現市庁舎周辺の地価動向・周辺状況に精通している、中区、もしくは、近隣区に主

たる事務所を構えている業者 

・市内中小事業者 

イ 不動産鑑定評価依頼について 

都市整備局によれば、平成 30 年９月 18 日に、都市整備局は、鑑定評価依頼書によ

り、同一条件を提示して、アサヒ不動産鑑定及び株式会社日本アプレイザルファーム
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に不動産鑑定評価を依頼したことが認められます。依頼に当たっては、本件建物と本

件土地を一体として利用することや「国際的な産学連携」又は「観光・集客」のいず

れか又は両方に寄与すること、土地には一般定期借地権を設定することといった利用

条件が付されています。 

なお、都市整備局によれば、鑑定評価依頼書とともに必要な資料を不動産鑑定士へ

提出し、鑑定評価を依頼しており、鑑定評価依頼書及びその添付資料以外に、口頭に

よる指示等は特に行っていないとのことです。 

ウ 鑑定評価書等の検査等について 

都市整備局によれば、平成 30 年 11 月 26 日に都心再生課職員が土地鑑定評価依頼

事務要領第８条に基づく検査を行っており、鑑定評価書等は都市整備局が示した評価

条件等に適合したものであることを確認したとのことです。 

エ 財価審への諮問について 

都市整備局は、現市庁舎街区活用事業事業者公募を行うに当たり、本件建物の売却

価格を算出するため、平成 30 年 11 月５日に建物評価額の評定を財価審に諮問したこ

とが認められます。また、都市整備局は、平成 30 年 11 月 26 日に鑑定評価書等を財

価審の事務局である財政局に提出したことが認められます。 

オ 答申価格の評定について 

財政局によれば、横浜市財産評価審議会運営要綱第７条に基づき、平成 30 年 12 月

３日及び 12 月４日に財価審の委員及び幹事による現地調査を行い、平成 30 年 12 月

19 日の審議会において本件建物の評価額を 76,675,000 円とすることが議決され、同

日中に会長名で市長宛に答申が発出されたことが認められます。 

カ 現市庁舎街区活用事業募集要項について 

財価審の答申を受け、都市整備局は、本件建物の建物評価額を 76,675,000 円（税

抜）と平成 31 年１月 11 日に決定し、この価格を記載した現市庁舎街区活用事業募集

要項を同日に公表しました。 

(4) 本件土地の貸付料の決定について 

ア 不動産鑑定業者の選定について 

令和２年５月 26 日に開催された都市整備局第二入札参加資格審査・業者選定委員
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会において、次の選定理由により、アサヒ不動産鑑定及び株式会社日本アプレイザル

ファームの２者が選定されました。 

（業者選定理由） 

・市内中小事業者 

・現市庁舎周辺の地価動向・周辺状況に精通している、中区もしくは近隣区である西

区、南区、磯子区に主たる事務所を構えている業者 

・近年、周辺の大規模資産の鑑定評価の実績がある業者 

イ 不動産鑑定評価依頼について 

都市整備局によれば、令和２年７月 20 日に、都市整備局は、鑑定評価依頼書によ

り、同一条件を提示して、アサヒ不動産鑑定及び株式会社日本アプレイザルファーム

に不動産鑑定評価を依頼したことが認められます。 

なお、都市整備局によれば、鑑定評価依頼書とともに必要な資料を２者の不動産鑑

定業者へ提出し、鑑定評価を依頼しており、鑑定評価依頼書及びその添付資料以外に、

口頭での指示等は特に行っていないとのことです。 

ウ 鑑定評価書の検査等について 

都市整備局によれば、令和２年 10 月 26 日に都心再生課職員が土地鑑定評価依頼事

務要領第８条に基づく検査を行っており、鑑定評価書は都市整備局が示した評価条件

等に適合したものであることを確認したとのことです。 

エ 財価審への諮問について 

都市整備局によれば、本件土地の貸付料を算定するため、令和２年８月 31 日に土

地の貸付料の評定を財価審に諮問したことが認められます。また、都市整備局は、令

和２年 10 月 26 日に鑑定評価書を財価審の事務局である財政局に提出したことが認め

られます。 

オ 答申価格の評定について 

財政局によれば、財価審の審議において、平成 17 年８月４日横財第７号「貸付料

評定の考え方について（答申）」に基づき、財価審の構成員２名を検討委員に選出し、

令和２年９月 25 日に評価調書について意見聴取を行っています。その後、横浜市財

産評価審議会運営要綱第７条に基づき、令和２年 11 月２日に財価審の委員及び幹事

による現地調査を行い、令和２年 11 月 18 日の審議会において、評価調書等を基に審

議を行った結果、本件土地の貸付料を１平方メートル当たり 1,076 円とすることが議
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決され、同日中に会長名で市長宛に答申が発出されたことが認められます。 

カ 貸付料の決定について 

財価審の答申を受け、都市整備局は、本件土地の貸付料を１平方メートル当たり

1,076円、月額 17,778,608円とした一般定期借地権設定の予約契約を行うことを、令

和２年 12月 10日に決定したことが認められます。 

(5) 権利金の徴収について 

ア 権利金等の徴収に関する規定について 

横浜市公有財産規則第 46 条の２では、権利金等の徴収について、次のように規定

しています。 

横浜市公有財産規則（抜粋） 

（権利金等の徴収） 

第46条の２ 市長は、普通財産を貸し付ける場合は、次の各号の定めるところによ

り、権利金、借地条件変更承諾料または名義書換料(以下「権利金等」という。)を

徴収することができる。 

(1) 建物所有の目的で土地を貸し付ける場合は、権利金 

(2) 貸付地の上に存する建物を改築し、もしくは増築し、または貸付条件を著しく変

更する場合は、借地条件変更承諾料 

(3) 貸付地の賃借権を第三者に譲渡した場合は、名義書換料 

２ 権利金等を徴収する場合の基準及び権利金等の額は、市長が取引慣行を考慮して

定める。 

（第３項以下省略） 

イ 借地権に関する一般慣行について 

都市整備局から提出された資料である「新基本法コンメンタール借地借家法（田山

輝明・澤野順彦・野澤正充 編）」では、借地権に関する一般慣行について、次のよ

うに記載しています。 

「一般に、借地権の設定に際しては、借地権価格が発生することを理由として、借地

権価格相当の権利金が授受され、地代の額との関係において経済合理性があるもの

と考えられている。これに対し、定期借地権は期間の満了により必ず消滅するもの

であることから、高額な借地権価格は発生しないものとして、定期借地権設定の際

の権利金の授受の慣行は存しない。」 

ウ 権利金の取扱いに関する事例について 

都市整備局によれば、市は、平成 22 年以降、26 件の定期借地権設定契約を締結し

ています（令和２年４月の回答による。）が、いずれも権利金は徴収していないこと

が認められます。 
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なお、都市整備局によれば、財務省や東京都等においても、定期借地権設定契約の

締結に当たり権利金を徴収していない事例があるとのことです。 

(6) 本件建物に係る文化財の指定等について 

都市整備局によれば、本件建物は法令上の文化財等には指定されていないことから、

本件建物の売却は文化財保護法（昭和25年法律第214号）や横浜市文化財保護条例（昭

和63年12月横浜市条例第53号）に抵触するものではないと考えているとのことです。 

(7) 地区計画決定について 

都市整備局によれば、財価審による本件土地の貸付料に係る答申においては、高さ制

限を170メートルに緩和する、関内駅前地区地区計画の都市計画決定が前提となってい

るとのことです。 

また、本契約の締結は、当該地区計画の都市計画決定が行われたのちに行う予定であ

るとのことです。 

 

３ 監査委員の判断 

以上を踏まえ、監査委員は、次のとおり判断しました。 

  (1) 本件建物の売却について 

財政局によると、本件建物は、見込評価額が１億円以上かつ処分する合計面積が

1,000平方メートル以上のものに該当するため、その売却価格の決定に当たっては、横

浜市公有財産規則第15条に基づき、財価審へ諮問する必要がありました。都市整備局は、

関係規定に基づき、諮問に必要な鑑定評価書等を徴収するため、都市整備局第二入札参

加資格審査・業者選定委員会において選定された不動産鑑定業者２者に対し、同一条件

で本件建物の鑑定評価を依頼しました。その後、都市整備局は不動産鑑定業者２者から

提出された鑑定評価書等について、評価条件等に適合したものであることを確認の上、

財価審の事務局である財政局に提出したことが認められます。 

財価審の会議では、その鑑定評価書等を基に、不動産鑑定士、弁護士という国家資格

を持った外部の学識経験者からなる委員が、専門的な観点から審議を行った上で答申価

格を評定し、会長名で答申を行っています。都市整備局は、上記の答申を踏まえ決定し

た「建物評価額」を現市庁舎街区活用事業募集要項に記載し、事業者に示していること
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が認められます。 

以上のとおり、本件建物に係る評価額の決定手続について、規則等に沿わない手続は

見当たらなかったため、当該評価額を売却価格とする本件建物の売却は、違法又は不当

な財産の処分に該当するとはいえないと判断しました。 

なお、本件建物は、法令上の文化財に指定されておらず、本件建物の売却が、文化財

保護法や横浜市文化財保護条例に抵触するものとする理由は見当たりませんでした。ま

た、本件建物の「歴史的・文化的価値」についてこれをどのように取り扱うかは、市の

文化財保護行政上の問題であり、財務会計上の行為に関する問題ではないことから、本

件請求においては判断の対象としていません。 

  (2) 本件土地に係る定期借地権の設定について 

財政局によると、本件土地については、貸付料の見込評価額（月額）が100万円以上

かつ貸付ける合計面積が1,000平方メートル以上のものに該当するため、その貸付料の

決定に当たっては、横浜市公有財産規則第15条に基づき、財価審へ諮問する必要があり

ました。都市整備局は、関係規定に基づき、諮問に必要な鑑定評価書を徴収するため、

都市整備局第二入札参加資格審査・業者選定委員会において選定された不動産鑑定業者

２者に対し、同一条件で本件土地の鑑定評価を依頼しました。その後、都市整備局は不

動産鑑定業者２者から提出された鑑定評価書について、評価条件等に適合したものであ

ることを確認の上、財価審の事務局である財政局に提出したことが認められます。 

財価審の会議に当たっては、あらかじめ財価審の構成員２名が検討委員に選定され、

評価調書の作成に当たって、検討委員に対する意見聴取が行われています。その評価調

書や鑑定評価書を基に、不動産鑑定士、弁護士という国家資格を持った外部の学識経験

者からなる委員が、専門的な観点から審議を行った上で価格を評定し、会長名で答申を

行っています。都市整備局は、上記の答申を踏まえ、貸付料を決定し、定期借地権設定

契約の予約契約を行っていることが認められます。 

以上のとおり、本件土地に係る貸付料の決定手続について、規則等に沿わない手続は

見当たらなかったため、当該評価額を土地の貸付料とする本件土地の貸付は、違法又は

不当な財産の管理に該当するとはいえないと判断しました。 

また、請求人は、「敷地の賃料の算定に当たって、両社ともに改修費や建物撤去費用
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を敷地賃料に含めている。これは事実上賃料を支払い手段として利用していることにな

り、議会の議決対象である。」と主張しています。「注釈地方自治法」（成田頼明ほか

編著 第一法規）によれば、法第237条第２項にいう「「支払手段として使用する」と

は、本来普通地方公共団体の債務は予算に計上して金銭で決済されるべきであるが、例

外的に予算上の措置をしないで財産を直接処分することにより決済する（代物弁済）こ

とを意味している」とされています。都市整備局によると、一般定期借地権設定に関す

る予約契約に市が支払うべき債務は含まれていないとのことであり、したがって、債務

がない以上、市の財産を直接処分して決済しているとはいえず、法第237条第２項にい

う「支払手段として使用」することには当たらないことから、請求人の主張には理由が

ない、と判断しました。 

なお、都市整備局によれば、貸付料の算定に当たって前提条件とされた、高さ制限を

170メートルに緩和する都市計画決定が行われたのち、本契約の締結を行う予定とのこ

とであり、このことについて違法不当とする理由は見当たりませんでした。 

(3) 権利金の徴収をしないことについて 

権利金の取扱いについては、横浜市公有財産規則第46条の２において、権利金を徴収

することができる旨を規定しているところ、都市整備局は、本件について、一般の取引

慣行を参考に、権利金を徴収しないこととしています。都市整備局から提出された資料

である「新基本法コンメンタール借地借家法」には、「定期借地権設定の際の権利金の

授受の慣行は存しない」とする記載があります。また、市では、定期借地権設定契約を

締結する案件については、これまで権利金を徴収しない取扱いをしていたことが認めら

れます。 

なお、都市整備局から提出された資料によれば、財務省や東京都等においても、定期

借地権設定契約の締結に当たり権利金を徴収していない事例があるとされています。 

上記を踏まえると、市が本件建物敷地の定期借地権設定契約の締結に当たり権利金を

徴収しないとしていることが、違法又は不当な財産の管理には該当するとはいえないと

判断しました。 
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 ４ 結論 

以上のとおり、市が、本件予約契約に基づき、本件建物に係る公有財産売買契約を締結

すること及び本件土地に係る一般定期借地権設定契約を締結することは、違法又は不当な

財務会計上の行為に該当するとはいえず、請求人の主張には理由がないと判断しました。 

 

５ 判断の根拠とした書類 

(1) 監査対象局に請求した資料 

ア 都市整備局提出分 

 (ｱ) 見解書 

（ｲ） 質問に対する回答 

 (ｳ) 財産評価審議会に提出した２者分の土地貸付料に係る不動産鑑定評価書 

 (ｴ) 次の起案文書 

起案日 文書番号 起案名 

令和２年４月14日 都再第150号 現市庁舎街区の敷地に係る不動産鑑定の実施について 

令和２年５月13日 都再第312号 現市庁舎街区敷地の不動産鑑定に係る業者選定調書の提出について 

令和２年７月８日 都再第568号 旧市庁舎街区敷地の不動産鑑定依頼について 

令和２年８月28日 都再第829号 財産評価審議会への諮問書提出について（旧市庁舎敷地） 

令和２年11月30日 都再第1313号 現市庁舎街区活用事業における一般定期借地権設定に関する予約契

約の締結について 

イ 財政局提出分 

 (ｱ) 住民監査請求に係る見解書 

 (ｲ) 質問に対する回答 

 (ｳ) 令和２年度第５回（第649回）横浜市財産評価審議会 第１号議案 

 (ｴ) 現地調査資料 令和２年11月18日財産評価審議会に予定されている案件 

 (ｵ) 令和２年度第５回（第649回）横浜市財産評価審議会 会議録 

 (ｶ) 「貸付料評定の考え方について（答申）」（平成17年８月４日横財第７号） 

(ｷ) 次の起案文書 

 起案日 文書番号 起案名 

令和２年10月15日 横財第18号 令和２年度第５回横浜市財産評価審議会の開催について 

令和２年11月18日 横財第21号 令和２年度第５回横浜市財産評価審議会による財産評価について

（答申） 

(2) 令和２年３月13日受付の住民監査請求において判断の根拠とした書類 

ア 都市整備局提出分 
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(ｱ) 見解書 

(ｲ) 質問に対する回答 

(ｳ) 行政機関が行った定期借地契約における権利金の徴収実例（定期借地期間70年の 

案件） 

(ｴ) 財産評価審議会に提出した２者分の鑑定評価書等 

(ｵ) 「新基本法コンメンタール借地借家法（田山輝明・澤野順彦・野澤正充 編）」 

（抜粋） 

(ｶ) 次の起案文書 

イ 財政局提出分 

(ｱ) 住民監査請求に係る見解書 

(ｲ) 質問に対する回答 

(ｳ) 平成30年度第６回（第635回）横浜市財産評価審議会 第３号議案 

(ｴ) 平成30年度第６回横浜市財産評価審議会の開催について（通知） 

(ｵ) 平成30年度第６回横浜市財産評価審議会 会議録 

(ｶ) 都市整備局が現市庁舎建物の売却に関する横浜市財産評価審議会への諮問に当た 

り、提出した２者分の鑑定評価書等 

(ｷ) 次の起案文書 

 

起案日 文書番号 起案名 

平成 29年３月 14日 都再第 1886号 現市庁舎街区等活用事業実施方針について 

平成 30年７月 26日 都再第 764号 現市庁舎建物の不動産鑑定の実施について 

平成 30年８月７日 都再第 821号 現市庁舎建物の不動産鑑定の業者選定調書の提出について 

平成 30年８月 28日 都総第 411号 平成 30 年８月 28 日第二入札参加資格審査・業者選定委員会の

結果について 

平成 30年９月 11日 都再第 1017号 現市庁舎建物の不動産鑑定依頼について 

平成 30年 11月１日 都再第 1250号 財産評価審議会への諮問書提出について（現市庁舎建物） 

平成 30年 12月 27日 都再第 1523号 現市庁舎街区活用事業公募の実施について 

平成 31年１月 25日 都再第 1632号 20190207-990915-支出命令-1-011662-1204（現市庁舎建物の不

動産鑑定・その１） 

平成 31年１月 25日 都再第 1633号 20190207-990915-支出命令-1-011669-1204（現市庁舎建物の不

動産鑑定・その２） 

起案日 文書番号 起案名 

平成 30年 11月 19日 横財第 15号 平成 30年度第６回横浜市財産評価審議会の開催について 

平成 30年 12月 19日 横財第 17号 平成 30 年度第６回横浜市財産評価審議会による財産評価につい

て（答申） 
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開会 午後２時００分 

○藤野代表監査委員 ただいまから令和３年度第１回監査委員会議を開催いたします。 

  住民監査請求「旧市庁舎の売却に関するもの（令和３年３月８日受付）」の陳述を聴取し

ます。 

  はじめに、皆様に申し上げます。 

  新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、本日の会議では、監査委員、事務局職員につ

きましてはマスクを着用させていただきます。また、傍聴席には一定の間隔を設けさせて

いただいております。このため、レイアウト上やむを得ず、このような席の配置とさせて

いただきました。御了承のほどお願いいたします。 

  また、皆様におかれましてもマスクの着用をお願いいたします。 

  なお、本日の会議において録音はできませんので、御承知おきください。 

  それでは、陳述に入る前に、撮影を希望される方がいらっしゃいますので、傍聴席のエリ

アから全景の撮影のみ許可いたします。撮影の時間を少々取ります。皆さん、よろしいで

しょうか。 

  撮影される方、よろしいでしょうか。 

  それでは、これ以降は撮影できませんので、よろしくお願いいたします。 

  傍聴される皆さんにお願いいたします。 

  傍聴に当たっては、陳述の妨げとならないよう御静粛に願います。 

  会場内では監査委員の指示に従ってください。指示に従っていただけない場合は御退出い

ただくことがありますので、あらかじめ御承知おきください。 

  本日の進行は、代表監査委員である私、藤野が務めますので、どうぞよろしくお願いいた

します。 

  それでは、他の監査委員を紹介させていただきます。 

  本間委員です。 

○本間監査委員 本間です。よろしくお願いします。 

○藤野代表監査委員 高品委員です。 

○高品監査委員 高品です。よろしくお願いします。 

○藤野代表監査委員 佐藤委員です。 

○佐藤監査委員 よろしくお願いします。 

○藤野代表監査委員 髙橋委員です。 
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○髙橋監査委員 髙橋でございます。よろしくお願いいたします。 

○藤野代表監査委員 陳述に際して、幾つか御留意いただきたい点を申し上げます。 

  陳述される内容につきましては、監査の資料とするため正確に記録する必要がありますの

で、速記と録音をさせていただきます。御了承願います。 

  また、本日の陳述の速記録は監査結果に添付して公表いたしますので、あらかじめ御承知

おきください。 

  本日の陳述につきましては、監査委員からの質問を含め、請求人、関係職員ともそれぞれ

おおむね１時間以内としております。なお、請求人、関係職員とも監査委員への質問はで

きません。 

  請求人の陳述する内容は、職員措置請求書に基づき、請求書に書かれた事項を補足する内

容としてください。 

  請求人の陳述に引き続いて、関係局の職員による陳述を行います。請求人は、この関係局

の職員の陳述に対して最後に意見表明を、請求人３人合わせて５分以内で行うことができ

ます。ただし、この機会は意見を表明する場ですので、質問をすることはできません。 

 

請求人陳述 

 

○藤野代表監査委員 それでは、請求人の陳述の聴取を実施いたします。 

  請求人の方は陳述をお願いいたします。 

○請求人 ●●●●●●●●●●●●●●をしております●●と申します。 

  今日は意見陳述の場にお集まりいただきまして、ありがとうございます。 

（パネルを提示） 

  今回、私たちが監査請求をする内容なんですけれども、今回皆様に特にお伝えしたいこと、

それはこちらに書いてありますけれども、まず、土地が非常に安く売却されていること、

そして次に、建物がまた非常に安い価格で売却されていること。土地は賃貸ですけれども。

そしてもう一つの柱は、旧横浜市庁舎は文化遺産であり、今後も保存すべきであるという

観点からという３点。そしてそれに、このように至った経緯の中にいろいろと私たちが思

います疑問点、それを基に監査請求を行っております。 

  まず、今、旧横浜市庁舎は7,700万円で異常なたたき売りをされているというふうな言い

方をされているのは御存知だと思います。これは●●●●●●●が前年度、監査した場合
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もそのようなことを主張しております。 

  しかし、実はそれは本当の表面的な話で、実際は、その奥にある真実は7,700万円のたた

き売りではなかったということを主張しております。だけではないということですね。ま

ず、そこを簡単に御説明します。 

  まず、7,700万円に至った経緯は２社の鑑定評価によるものですが、その鑑定評価は、２

社は明らかに違う鑑定評価を出しておりました。一方は7,000万円台、一方は15億円。しか

しながら、最終的には7,700万円になりました。それは、一方の鑑定評価の内容について付

記というものをつけて採用した、そのようなテクニカルなところはあるんですけれども、

実はそれだけではない。 

  これは、実際には今回、12月25日に予約契約というものが横浜市と結ばれましたが、その

中では賃料に建物、そして改修費、解体撤去費も反映する、そういうふうにうたわれてお

ります。これはもともと監査の依頼をした2018年９月18日の段階では、建物までは賃料に

反映するとまでは表示されておりません。ところが2019年１月、募集要項になった時点で

建物価格も改修費も解体撤去費も土地の賃料に反映すると。簡単に言えば、差し引かれる

という意味ですけれども。 

  では、どういうことかといいますと、まず、旧横浜市庁舎の行政棟は一応残ることになっ

ております。行政棟は7,700万円です。しかしながら、改修費は、鑑定評価によりますと50

億から60億円です。そして解体撤去費は、幅はありますが、６億円から15億円。解体撤去

費はもともと横浜市が払ってもいいかもしれませんが、改修費は本来ならば投資する側の

企業が払うべきものであります。しかしながら、その50億円あるいは60億円の改修費は土

地の賃料から差し引かれるということで、結局建物費の7,700万円も差し引かれるというこ

とになっております。結局、50億から60億円のものを賃料で差し引くというふうな契約を

行おうとしております。 

  では、この契約は、賃料で差し引くということはどのような経緯で決まったのかというこ

とを考えますと、その経緯については不透明です。不明と言ってもいいんですけれども、

突然「建物価格は7,700万円で、賃料に建物価格も改修費も反映する」ということが募集要

項の時点で出まして、それから今も続きまして、遂に今年９月にはそれで本契約をしよう

というふうな流れです。 

  もう一つ言えるのは、土地を貸すのか、売るのか、そういうことに対しても、これはまた

不明です。この建物価格を１億円未満の7,700万円にしたというのは、議会の議決を避ける
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べきではないかというふうな考えもありますが、今の議会の構成では、議会にかけても別

に通らないわけではないので、そのあたりは非常に不明です。ですから結局、賃料で差し

引かれるわけですから、建物の価格は１億円以上であってもよかったわけで、２億円でも

３億円でも10億円でもよかったわけです。本来、市が二、三年前に評価したときは９億円

という額が出ておりますから、９億円でもよかったわけです。では、なぜ１億円以下にし

たのかというふうなところから、１億円そのものにした価格も問題ですが、その経緯も問

題であるというふうに考えております。 

  それが監査請求の内容として、何点かの異常な点ということで、不当であり、違法である

ということを主張しております。 

  なおかつ、その賃料に改修費とか建物価格が含まれるということは、では、誰が決めたん

ですかというふうなことも、やはり疑問点が残ります。それはやはり市議会へ諮るべきで

はなかったのかというふうな観点から、条例もやはり違反しているというふうなことが言

えるのではないか。 

  また、その賃料の支払いから差し引いたということは、賃料で支払いの手段にしたという

─賃料で支払いの手段にするというのはちょっと分かりにくいんですけれども、現実的に

はそういうふうな形になっております。ですから、そのようなところを私ども●●●●●

●●●●●●は追及し、あるいは違法、不当であるというふうに訴えております。 

  今後、この９月に旧横浜市庁舎の売買あるいは賃貸、土地の賃貸と建物の売買ですが、そ

れが本契約されることをここで差し止めをしたいということで、監査請求をいたしました。 

  全体像はそのようになっております。 

  以下、文化財については別途説明します。 

○請求人 請求人の１人であります●●●といいます。 

  文化財保護の視点から意見陳述します。 

  なるべく藤野さんがおっしゃったように、なるべく請求書に書いてある文面は反復しない

ようにするつもりですけれども、一部だけちょっと重複したり、それはあるかもしれませ

んが、お許しください。 

  文化財保護条例を市として作成したのが、たしか1987年12月で、施行がその翌年、1988年

４月１日からでした。今日に至るまで横浜市として、建造物のうちの一般建造物として市

指定の有形文化財となったのは29件です。その中に、この旧市庁舎建物は含まれておりま

せん。含めなかったというのが正確なわけです。 
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  日本建築学会が2017年12月８日、証拠８番としてつけました要望書を林市長宛に提出して

いるわけですけれども、その提出した背景、根拠は、私の理解するところでは、同年３月

に公表されました本事業における実施方針を読み解く中で「あ、このやり方では旧市庁舎

の持つ歴史的な価値、文化的意義等について十分理解されていない状況じゃないか」それ

を大変危惧したというような背景があって、要望書を市長に提出しました。 

  それを受ける形で、少し時間を置いてからですけれども、2018年10月11日に井上さくら議

員が2017年度の決算第一・第二特別委員会の連合審査においてその件を取り上げて、横浜

市はまず保存・活用方針をしっかりとつくり、示し、その後でそれを反映した公募方針、

公募要項を出すべきではないかというような意見をしています。 

  結果的に、前者、建築学会の要望も井上さくら議員の要請、要望も活かされなかったとい

うふうに見ています。 

  公募要項のどこを見ても、「文化財」という語彙・言葉は出てきません。この事業を進め

る市としては、都市整備局の皆さん中心に「いや、そんなことないですよ。行政棟はレガ

シーホテルとして活用するんですよと、ですから文化的価値云々については、きちんと面

影というか、それは残していくんですよ」と。そして2019年９月４日に大々的に記者発表

したときには、その行政棟を活用したレガシーホテルとしてのイメージパスがすごく、

大々的に宣伝されたというか公表されたというか、資料の一画を占めました。 

  これを読んだ人は「あ、そうか。すばらしいね、行政棟が活かされるんだね」そういう感

触を一瞬つかんだかもしれませんが、問題は、つまり市としては、行政棟をレガシーホテ

ルとして活用することで建物の価値を継承しているというふうな主張をされるかも分かり

ませんけれども、しかし、建物を売却することによって企業に移って、将来にわたってそ

の保存が維持されるということは担保されないというのが１点です。 

  ２点目に大事なのは、建築学会の主張はこの行政棟だけに重きを置いているのではなくて、

市会棟並びに市民広場というんですか、それらもそれぞれの価値があるのですよと。さら

に加えて言うならば、行政棟と市会棟、市民広場、この３棟が一体となって全体をさらに

高める価値を持っているんですよというようなことを言ってきました。 

  私自身、2016年から昨年の夏くらいまで、私、●●●●●●●●●に住んでいるんですが、

旧市庁舎、市役所のある間に180回足を運びました。そのうちの３回に１回は市民広場を利

用したり、そこを通ったりいろいろするんですけれども、市民広場にいるとなぜか落ち着

きというか安らぎを覚えるというかね、実際にあるんですよ。そこで見る市民の風景も、
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何となく全体的にゆったりしているように思います。対して、あえて言うわけではないん

ですけれども、この新市庁舎の１階のアトリウム、昨日も何か事業やっていましたけれど

も、やっぱり、新しくて空間も大きいしすごいなと思うんですが、そういった種の心の安

らぎとか、そういう安定性というか、何となく持ちにくいような雰囲気があります。 

  結論として、市の有形文化財に指定してこなかったということは、せっかくすばらしい保

護条例があるにもかかわらずこの条例に沿ってこなかった、つまり違反してきていた。市

の文化財保護条例が文化財保護法を受けて成立して、つくられたということを見ますと、

実際に条文を比較してもそうなるんですけれども、この文化財保護法にも違反しているこ

とになるというのが私たちの判断です。 

  一旦、私たちの主張の骨子を言いますと、この現事業計画を白紙にして、それから歴史的

な価値とか文化的意義を再認識、真摯に改めて認め直すと、方針化すると、そして３棟全

体の活用を目指すべきであると、追求すべきであるというふうに考えます。 

  事業としては、開発重視の考えではなくて、市民と共に新しい文化的ニーズに応えるよう

な公共施設として活かしていくということを、ぜひ目指していただきたいなというふうに

考えます。そういうことを目指すことによって、結果として、2002年と2007年から2009年

にかけての２回に分けての62億円かけた耐震工事、これも価値が生きてくるというふうに

思います。 

  あと、これは参考までなんですが、2016年11月、12月にかけてパブリックコメントをしま

した。この事業に対する、実施方針の素案に対するパブコメです。このとき応募したのは

たった８人で、意見は29件しかなかった。なぜこんなに超少なかったのかというコメント

はちょっとやめておきますけれども、その中で、少ないけれども非常に参考となる、「な

るほど」と思われるような意見も結構ありました。 

  全部は申しませんけれども、１つは、例えば公共の美術館にしたらどうか、それから介護

とか保育に回したらどうか、あるいは外国人が日本の高度医療を求めてツアーで来るよう

なときの対応する病院にしたらどうかとか、あとは昭和初期までの古色蒼然としたアンテ

ィークな街並みが揃うような、そういう復元を目指したらどうかとか、非常にそれぞれが

よく考えた、市民らしい感覚にあふれた意見だと思いました。 

  もともと、よく募集要項を読むと募集要項の一部にもこういう表現があります。開港のま

ちの歴史性を普遍的な景観形成上の大事な要素として活かした計画にしろ、あるいは横浜

らしい街並み景観を形成し、云々と。私は、この当時意見した人、あるいは今、仮に市民
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にこの170メートル高さの関内の活性化、その延長としての、あるいはその一端としてのこ

の事業、これをあなた方みんなどう思いますかと言ったら、私は「これすばらしい、万

歳」と手を挙げる市民はごくごく少数というふうに私は読んでいます。 

  ぜひ、市民の求めるものは決して箱物造りじゃなくて、やはり市民が安心して平和、安ら

ぎ、心の豊かさ、そういうものを感じられるような活かし方を追求すべきだ、それが本来

あるべき姿勢ではないかというふうに私は理解しました。あるいはそういうことを意見し

たいと思います。 

  以上です。 

○藤野代表監査委員 ありがとうございます。 

  それでは、引き続きお願いします。 

○請求人 ●●●●です。 

  遅ればせで昨日出させていただいた証拠20、土地を売却にするか賃貸にするか議会の議決

によらなかったという項目が頭の書面を出させていただいておりますが、この１ページ目

の真ん中あたりからの部分に関わって、前提は今、●●、それから●が陳述したことを基

礎として、それに私のほうから付け加えて申し上げたい。 

  特に第１点は、この昨日出した１ページ目の真ん中あたりからのところですね。 

  今回の市の売却、残したところの行政棟の売却が消費税込みで8,434万円ですか─とい

うことで、これは議会にかけなくてもよろしい、こういうことで、そういう判断をされた

のだと思いますけれども、今、出ましたように、どのように考えてもあの場所を、行政棟

だけを残して、それを１億円以下であるから議会にかけなくてよいという答えには、多分

横浜市民、300万人前後の市民の目から見ても納得いかないだろうという具合に思います。

それは、単に行政棟の売却額が１億円になるかならないかという問題以前のこととしてあ

る。 

  これを今回、監査請求するに当たってあらゆる角度から私たちが点検をさせていただいた

結果、浮き彫りになってくるのは、あそこはつまりは、その残された行政棟、それはそれ

でいいと思います。全体の土地が11万平米ですか─１万6,000平米ですね。１万6,000平米

ということで、全体の計画なわけで、それが賃貸だから例えばかけなくていいとか、その

ような区別ができるような代物だろうかということですね。それを無理やりに横浜市当局

は、行政棟の残った部分が１億円以下、しかも様々な操作をして、先ほどお話ししたよう

な操作をしてそのようになって、場合によってはゼロでもいい。あの計算によってはです
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ね。あるいはさっき言ったように９億円とか、そういうことでもどうでもいいような金額

をそこに持ってきて、8,000万円ぐらいにして、そして議会にかけなくてもいいと。 

  そもそもこれだけ長い間、親しまれてきた横浜市の中心であるあの行政棟、横浜市庁が入

っていた。今後どのように使われるかということに関して議会にかけないで進めるという

ことがあっていいのかということですね。そもそも根本的にここが間違っている。もうこ

れだけでも市の整備の進め方、都市整備局等を中心とする進め方は、これは違法とさえ言

える、しかも民主主義、地方自治の本旨、場合によっては日本国憲法にも、主権が国民に

あるという観点から見た場合に、これはもう憲法にも違反するというようなものだという

ことを私は主張したいと思います。 

  なお、この旧庁舎の街区だけではなくて隣の港町地区ですか、三菱がやる150メートルと

か、旧庁舎は170メートルですか、そしてただいま横浜駅西口のところ、180メートルぐら

いのツインタワーが計画されておりますね。全部新たにできた法律とかそういうものに、

横浜市はどうやらそれを適用してやらんとしているということですけれども、あちこちに

こういうものを建ててどうするんですか。地球環境とか様々な問題からこのありようが、

地球あるいは都市の在り方が問われているときに、私は、そのようなことも含めて横浜市

は考え直していただきたい。 

  最近、財政局で重要な立場にいる方のお話をお聞きしました。実は、多分、最近退職した

んですけれども、内部におられるときには言えなかったかもしれませんが、実は現在、横

浜市が進めている箱物行政について、将来的に様々契約とかの関係で負担が増えるのでは

ないか、つまり市民にこれから負担がかかってくるのではないかという心配をされており

ました。そのようなことを含めて、私は、まず取りあえずはこの旧庁舎の計画については

一旦ストップして、見直して、もう一回市民、あるいは地球環境等を含めていかにあるべ

きかということを再検討していただきたい、市民に諮ってやっていただきたいということ

を私は申し添えたいと思います。 

  以上です。 

○藤野代表監査委員 よろしいでしょうか。 

  それでは、ただいまの陳述内容に関しまして、各委員から質問がありましたらお願いいた

します。 

  特に質問もないようですので、質疑はここまでといたします。 

  以上で請求人の陳述の聴取を終わります。 
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  請求人の方は立会人席への移動をお願いいたします。 

  また、関係職員は陳述人の席へ着席してください。 

 

関係職員陳述 

 

○藤野代表監査委員 続きまして、関係職員の陳述の聴取を行います。 

  関係職員は、所属、補職名及び氏名を述べた上で、本件監査請求に関する見解を簡潔・明

瞭に陳述していただくようお願いいたします。 

  それでは、陳述を始めてください。 

○村上都心再生部長 都市整備局都心再生部長の村上でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

  それでは、述べさせていただきます。 

  １番、建物の評価方法につきまして。 

  監査請求人は、旧横浜市庁舎建物─以下「本件建物」と言います─について、借地権

付建物の売買として扱われるべきものであり、借地権付き建物の売買とするとその価格は

少なくとも150億円以上になると推定し、旧市庁舎街区活用事業─以下「本件事業」と言

います─においては定期借地権付き建物としての評価を避け、議会の議決に付すことを回

避したと主張しています。 

  議会の議決については、横浜市議会の議決に付すべき財産の取得又は処分に関する条例第

２条により、「予定価格１億円以上の不動産若しくは動産の買入れ若しくは売払い」を行

う場合に市会の議決に付さなければならないとしていますが、借地権は同条例による議決

対象ではございません。 

  また、本件建物の売却価格7,667万5,000円は、財産評価審議会の答申を経て適正に決定し

たものであり、その価格は１億円未満のため、議決対象ではありません。 

  次に、監査請求人は本件建物の建物敷地─以下「本件建物敷地」と言います─の鑑定

評価について、本件建物の鑑定評価から２年近くもの間を空けて行ったのは不当であると

主張しています。 

  本件事業には、建物は売却、敷地は貸し付けることとしており、平成31年１月に実施した

事業者公募時の募集要項では本件建物の売却価格を事前に提示し、本件建物敷地の土地貸

付料については事業者の開発計画を考慮し、定めるとしています。公募の結果、令和元年
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９月に事業予定者が決定し、開発計画が明らかになったことから、その後、土地貸付料に

関する不動産鑑定評価を行っております。そのため、本件建物の売却価格と本件建物敷地

の土地貸付料の鑑定時期が異なっております。 

  ２番目、本件建物の売却価格につきましてでございます。 

  監査請求人は、２社の不動産鑑定業者の鑑定評価の問題点を主張しています。 

  不動産鑑定に当たっては、本市は同一の条件を付して、アサヒ不動産鑑定及び株式会社日

本アプレイザルファームに不動産鑑定を依頼しております。 

  具体的には、評価依頼建物の正常価格を求めること、評価依頼建物及びその敷地が結合し

て自用の建物及びその敷地として利用されていることを所与とした当該建物についての部

分鑑定評価を行うこと、また、評価依頼建物等は別途契約する敷地の一般定期借地権設定

契約と同時に土地の賃貸借人に売り払うことを所与とし、土地利用の際に要する費用は別

途算定する土地貸付料に反映させるものとすること、公募においては国際的な産学連携、

観光集客のいずれか、または両方に寄与する要素の提案を必須事項として条件付けている

ことなどの条件を本市から提示しております。 

  これらの本市が提示した同一条件に基づき、２社の不動産鑑定評価書が作成されています。 

  次に、監査請求人は、鑑定評価額と付記意見の違法性、不当性を主張しています。 

  鑑定依頼に当たっては、本市から、評価依頼建物の通常の正常価格と本市が定める利用条

件を所与とした場合の価格との格差率を付記することを求めており、財産評価審議会への

諮問に当たっては、この正常価格と付記意見が示された不動産鑑定評価書を提出し、審議

されております。 

  また、監査請求人は、本件建物の売却価格を、目的外使用料を算定するための本件建物の

価格─以下「目的外価格」といいます─９億2,465万6,649円と見るのが妥当であると主

張しています。目的外価格は、本件建物が市庁舎として利用されていることを大前提とし、

その一部を使用する際の使用料を算定するためのものです。使用料は、建物価格の0.9％以

内の額と建物敷地の使用料を加えた額として算定しますが、建物の純粋な市場価格に基づ

き算出すると使用料が低くなり過ぎてしまいます。そこで、行政財産の使用料及び普通財

産の一時貸付料算定に係る土地及び建物価格算定要領に定めるところにより、経過年数が

耐用年数を超えた場合であっても賃借物件としての一定の価値が見込まれるものとして、

再建築価格の１割を建物価格とし、これ以上低くならないように使用料を算定するもので

す。 
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  一方、財産を処分する際には、横浜市公有財産規則第15条及び横浜市財産評価審議会諮問

手続要領第５条第１項により、２社の不動産鑑定を行い、財産評価審議会の諮問を経た上

で処分の対象になる公有財産の価格を決めています。この場合の価格は建物自体の現在価

値であり、現市庁舎の建物は老朽化しているため、引き続き収益を生み出す建物として継

続使用するためには数十億円規模の追加投資が必要となります。そのため、目的外価格よ

りも低額になることは何らおかしいことではありません。 

  ３番目、本件建物敷地の土地貸付料についてでございます。 

  監査請求人は、本件建物敷地の土地貸付料について、相場賃料に比べて安過ぎると主張し

ています。また、土地貸付料の算定において改修費や建物撤去費を含めていることは、土

地貸付料をこれらの費用の支払い手段として利用していることになり、議会の議決対象で

あり、地方自治法第237条第２項に違反すると主張しています。 

  本件建物敷地の土地貸付料については、事業者公募時の募集要領において、国際的な産学

連携、観光集客に寄与する用途として本市が認めた部分の床面積など、事業者の開発計画

を考慮した上で、不動産鑑定評価等に基づき本市が定める額とすることとしています。ま

た、改修費、建物撤去費用については、本件建物を活用する場合は改修費を、また解体す

る場合は解体撤去費を土地貸付料に反映することとしています。本件事業における土地貸

付料については、不動産鑑定依頼の際に当該用途に関する条件を提示するとともに、本件

建物を一部活用するという前提条件の下、不動産鑑定評価を行った上で、財産評価審議会

の答申を経て決定した適正なものです。 

  次に、監査請求人が地方自治法第237条第２項に違反すると主張していることについてで

すが、地方自治法第237条第２項では「普通地方公共団体の財産は、条例又は議会の議決に

よる場合でなければ、これを交換し、出資の目的とし、若しくは支払手段として使用し、

又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けてはならない。」とされており、

本件事業については前述のとおり、土地貸付料は財産評価審議会の答申を経て決定した適

正な対価にて事業者へ貸し付けるものです。そのため、監査請求人が主張するような、財

産を支払い手段として利用しているものではありません。 

  ４番目、権利金の徴収などについてでございます。 

  監査請求人は、横浜市公有財産規則第46条の２を基に、一般の取引慣行を参考に徴収しな

いこととしていることについて、徴収しないことの積極的、合理的理由にはならないと主

張しています。 
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  横浜市公有財産規則第46条の２では、権利金を「徴収することができる。」としており、

権利金の徴収を行わなければならないとしているわけではありません。また、権利金等を

徴収する場合の基準及び権利金等の額は、市長が取引慣行を考慮して定めることとしてい

ます。定期借地権は、期間の満了により必ず消滅するという特性があることから、一般の

取引慣行では借地権対価としての権利金を徴収しないものとされています。そうした慣行

があり、公有財産規則においても取引慣行を考慮して定めることとしていることから、本

市においては過去の定期借地権の設定に当たり、いわゆる借地権の対価としての権利金を

徴収した事例はありません。 

  これらの事情を総合的に考慮し、定期借地権を設定する本件事業においても権利金を徴収

しないものとしました。 

  また、監査請求人は、令和２年12月の予約契約締結時に関内ホテルマネジメントが外れて

いると主張しています。 

  関内ホテルマネジメントを含む８社と令和元年12月に締結した基本協定では、第４条２項

にて、土地賃借人は三井不動産株式会社、鹿島建設株式会社、京浜急行電鉄株式会社、第

一生命保険株式会社、株式会社竹中工務店、株式会社ディー・エヌ・エー、東急株式会社

とし、第４条１項にて土地賃借人と定期借地権設定契約を締結すること、第５条１項にて

土地賃借人と公有財産売買契約を締結することを定めています。令和元年12月の基本協定

締結時点で、既に関内ホテルマネジメントを除く７社を契約の相手先とすることを確認し

ています。 

  なお、募集要項においては、グループの代表者を除き、土地貸付契約の相手方になること

は義務づけておりません。 

  ５番目、文化財としての価値の評価についてでございます。 

  監査請求人は、本件建物は歴史的建造物の認定条件を十分に満たしており、民間企業に売

却してはならない文化財であると主張しています。 

  平成29年３月に、本件事業を含む関内駅周辺地区の一体的なまちづくりの推進に向けて事

業の目的や考え方を定めた横浜市現市庁舎街区等活用事業実施方針─以下「実施方針」と

言います─を取りまとめました。この実施方針では、土地利用の目的として、国際的な産

学連携、観光集客をテーマに地区の賑わいと活性化の核づくりを行うこと、関内駅前の交

通結節点機能を強化することで、都心臨海部各地区の連携と回遊性を高めること、横浜ら

しい街並み景観を誘導することを定めています。 
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  実施方針を踏まえ、本件事業における募集要項では、本件建物は売却することとしていま

すが、行政棟については活用を基本としつつ、横浜らしい街並み景観の形成及び地区の活

性化等に資する提案があれば柔軟に対応し、様々な提案を公平に評価することとし、市会

棟、市民広場等については既存建物の活用、または解体して新築棟を整備するなど、地区

の活性化と魅力向上につながる様々な提案を求めることとしました。 

  本件事業における事業者の計画は、行政棟を保存、活用し、レガシーホテルとして活用す

る計画であり、公募時の審査において行政棟を現位置で保存、活用する提案内容も評価さ

れています。また、行政棟を保存、活用するホテルロビーなどに市民広場の階段や壁画、

議会棟の円形照明などを移設、復元するとした、建物の価値に配慮した提案内容について

も評価されています。 

  以上、申し上げたとおりでございます。 

○藤野代表監査委員 それでは続きまして、どうぞよろしくお願いいたします。 

○石川管財部長 財政局管財部長、石川でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

  財政局からは、請求人の主張２点について、それぞれ見解を述べさせていただきます。 

  １点目は、建物価格を恣意的に１億円未満にした、市自身の2019年度の建物評価額は９億

円強とした、この点に係る行政財産の目的外使用料の算定についてというところで、まず

述べさせていただきます。 

  行政財産の目的外使用料の算定については、横浜市財産評価基準要綱第４条第７号に該当

し、横浜市公有財産規則第15条に規定する「軽易または特別なもの」とされており、財産

評価審議会への諮問を要しないものとしております。 

  目的外使用料の算定に係る評定については、横浜市財産評価基準要綱第６条第１項第３号

の規定に基づき、施設を所管する局・総務局において行うこととしております。 

  次に、土地の賃料を破格の安さにした、議会の議決に付していないとの主張について、財

価審の立場で貸付料の決定について、当局の見解を申し上げます。 

  本件土地の貸付料の決定についてというところで、横浜市公有財産規則第15条では、公有

財産の貸付の場合における当該財産の価格の決定は原則として「あらかじめ横浜市財産評

価審議会に諮問するもの」とし、「軽易または特別なものについては、この限りでな

い。」と規定されております。また、横浜市財産評価基準要綱第３条では、財産の価格の

決定に当たっては、横浜市公有財産規則第15条の規定により、あらかじめ財価審に諮問し

なければならないとしています。軽易または特別なものについては、横浜市財産評価基準
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要綱第４条において、当該財産の見込み評価額が１億円未満、貸付けの場合は当該財産の

貸付料の見込み評価額月額が100万円未満のもの、または当該財産を取得等─貸付けを含

む─する合計面積が1,000平米未満のものなどと規定しています。 

  横浜市財産評価審議会諮問手続要領第５条第１項では、財価審への諮問に際し、議案作成

のため原則として不動産鑑定業者２社による不動産鑑定評価、意見書または調査報告書を

必要とし、また、同条第２項では、鑑定評価書等は幹事会開催予定日の前週の月曜日まで

に審議会事務局へ提出するものとしております。 

  具体的には、本件土地については貸付料の見込み評価額月額が100万円以上、かつ貸付け

における合計面積が1,000平米以上のものに該当するため、横浜市公有財産規則、横浜市財

産評価基準要綱に基づき令和２年８月31日に財価審に諮問され、平成21年４月22日付横財

第１号「貸付料評定の考え方についての取扱い変更について（答申）」に基づき選出され

た２名の検討委員に９月25日に意見聴取を行い、その後は横浜市財産評価審議会運営要綱

第７条に基づき、会議開催日の前の11月２日に現地調査を実施し、同年11月18日開催の財

価審の会議では、同要綱に基づき作成された議案について委員相互の意見交換等の終了後、

議案の可否を問い、答申価格を決定し、同日付で会長名による市長宛答申を行いました。 

  財価審は不動産鑑定士、弁護士という国家資格を持った外部の学識経験者が公正・公平な

審議を行い、価格を評定しております。 

  以上でございます。 

○藤野代表監査委員 それでは、ただいまの陳述内容につきまして、各委員から質問がありま

したらお願いいたします。 

○高品監査委員 それでは、都市整備局に質問いたします。 

  本件におきまして、土地の貸付料の鑑定評価を、建物部分の鑑定評価と同じ２社の不動産

鑑定業者に依頼しておりますが、どのような根拠や基準、手続でこの２社の選定を行った

のでしょうか。 

  以上です。 

○村上都心再生部長 お答え申し上げます。 

  不動産鑑定業者の選定方法につきましては、市内中小企業で実績のある不動産鑑定事業者

を選定し、都市整備局の業者選定委員会に諮り、審議され、承認されたところでございま

す。 

  建物と土地貸付料ともに、この不動産鑑定業者の選定方法については今、申し上げたとお
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りの内容で、業者選定委員会に諮って承認されたところでございます。業者の選定に当た

りましては公平かつ適正に行われております。 

  以上でございます。 

○高品監査委員 次の質問に移ります。 

  引き続きまして、都市整備局に質問いたします。 

  ２社の不動産鑑定業者から提出された鑑定結果につきまして、それぞれが横浜市の提示し

た鑑定評価基準等に適合しているとの確認はどのようにして行ったのでしょうか。 

  以上です。 

○村上都心再生部長 鑑定依頼条件に基づいて評価を行っているかを確認した上で、実際に財

産評価審議会の事務局である財政局へ２社の不動産鑑定書を提出しております。その際に

きちんと確認させていただいております。 

○藤野代表監査委員 他に、質問等ございますか。 

○高品監査委員 次は、財政局に対する質問でございます。 

  ただいま都市整備局から回答がありましたが、不動産鑑定業者から提出された鑑定結果に

つきまして、横浜市が提示した鑑定評価条件等に適合しているかの確認につきましてはど

のようなルールになっているのでしょうか。 

  以上です。 

○石川管財部長 鑑定評価書につきまして、鑑定評価基準に基づいて評価されているかどうか

は、事務局において、きちんと評価基準に沿った形で確認をしているということでござい

ます。 

○藤野代表監査委員 よろしいでしょうか。 

  ほかに何か御質問等ございますか。 

  それでは、ないようですので、質疑はここまでといたします。 

  また今後、監査を行う上で必要な事項について、関係職員に対し書面の提出をお願いする

ことがありますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

  以上で関係職員の陳述の聴取は終了いたしました。 

  最初に申し上げましたとおり、請求人はただいまの関係職員の陳述について、３人合計で

５分以内で意見を表明することができます。ただし、質問することはできません。 

  最後に意見表明を希望されますか。 

○請求人 します。 
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○請求人 します。 

○請求人 します。 

○藤野代表監査委員 では、どうぞ。 

○請求人 都市整備局の、「本件事業については建物は売却、敷地は貸し付けることとしてお

り、平成31年１月に実施した事業者公募時の募集要項では、本件建物の売却価格を事前に

提示し、本件建物敷地の土地貸付料については、事業者の開発計画を考慮し定めるとして

います」というふうになっております。 

  しかしながら、こちらの土地貸付料を決めるに当たって、鑑定評価のみがこの貸付料の決

定に使用されております。ここに書いております「事業者の開発計画を考慮し」というの

は、募集要項の後に、事業者が事業計画を出しております。では、ここでどのように事業

者の開発計画を考慮するということになるのかといいますと、募集要項にあります賃料に

建物価格、改修料を反映するというふうなことになります。 

  ところが、事業計画にそのような表記が確かにありますが、開示請求したら全部黒塗りに

なっていますが、収支計画も入っています。ですから、その中には事業者による賃料の算

定とかそういう項目もあります。項目だけは見られますから。その際に、事業者の開発計

画を考慮したという箇所が一切見えません。これは大きな間違いといいますか、実は財産

評価審議会は、ここの「開発計画を考慮し」というところを一切考慮していません。それ

に基づいて賃料を決定したということは、都市整備局にも問題があるというふうに思いま

す。 

  以上。 

○藤野代表監査委員 よろしいでしょうか。 

○請求人 ２点、簡単に申し上げます。 

  そもそも今回の事業のメインは国際的な産学協働あるいは観光、それから集客等、その両

方もしくは一方みたいな形で募集要項を出していますよね。私は、この国際的な産学協働

というのは一体何なんだと。イノベーションだの何だかんだと冠つけているけれども、実

態はあるのか、本当にこんなことできるのかと。 

  本当の意味で学問、研究、それが国際的であろうが海外からの人も加えてであろうが、こ

んな高層ビルの一画にオフィスを構えてそこでやるようなものではないでしょう、基本的

に。もっとゆったりとした広大な土地で、緑豊かな中で、低層階の施設を造って、そこに

集約してそういう研究開発を行わせる、それは産学協働であろうが独立した学問であろう
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がそういうことを目指すべきであって、本来、この単なるスローガンのためにこんな170メ

ートルを許容している、あるいはその根拠にしていること自体が私は間違っているという

ふうに考えます。 

  それと連動するんですけれども、今、関内地区における景観計画の高さ制限、皆さん御存

じだと思うんですが、75メートルですよ。75メートル。なぜ170メートルも許すんですか。

三井不動産グループが提案してきたのは、これを根拠にしています。施設利用計画の中で、

関内・関外地区の新たなシンボルとなるような景観形成を目指し、最高高さについては現

行基準にとらわれないものも含めて様々な提案を云々と言っているわけですよ。現行基準、

つまり75メートル以上は駄目なはずなのに、170メートル提案してもらったらそれに沿うよ

うに何とか地区計画をつくったり、景観計画を外すような作業をしまっせという、こんな

邪道なことをやっていて本当にいいのかというふうに、私は不思議でなりません。 

  もう一つ、財政局の方もおっしゃったんですけれども、末尾に、いろいろなところで財産

評価審議会が審査した、審議した、その答申結果をもっていろいろ事業を進めているから

問題ないんだという言い方をされていますが、財産評価審議会そのものは、市民から見た

ら99％ブラックボックスですよ。どういうふうな情報、データがそこに提供されて、どう

いう審議があって、何でそういう結論が出されたのか、ほとんど見えません。不動産鑑定

士、弁護士、国家資格を持った外部の学識経験者が云々、公平・公正な審議を行い、それ

で価格決定していると言っていますけれども、そうであるならば堂々とプロセス、結果…

… 

○藤野代表監査委員 すみません、３人で５分ということで、真ん中の方もお話しされるよう

ですので。 

○請求人 では、終わります。 

○請求人 ●●です。 

  都市整備局の見解書の最後のページの上のところに、国際的な産学連携、観光集客とあり

ますね。この言葉は都市再生法の…… 

○藤野代表監査委員 すみません、簡潔にお願いします。 

○請求人 はい。 

  都市再生法等に書いてあることで、これは横浜の都市整備局が単独につくり出した言葉で

はないんですね。国がつくった言葉をここに載せているだけなんです。募集要項でどのぐ

らい出ているか。十何か所、これ出てきます。この国際的な産学連携と観光集客というの



-18- 

は。つまり、もっと横浜市民、改めて市民に即した、国家がつくったものではなくて、そ

れを市民が新たにつくる形で、都市整備局は市民のためにやってほしいということを申し

上げておきたいと思います。 

  時間がないということだから、これだけ取りあえず。 

○藤野代表監査委員 意見表明はここまでとさせていただきます。 

  それでは、これをもちまして住民監査請求に係る陳述の聴取を…… 

○請求人 ちょっといいですか、１つだけ。 

○請求人 意見表明は５分で終わりましたが、意見を言い足りないので、別途書面で出しても

よろしいでしょうか。それはいいですか。 

○藤野代表監査委員 ええ、書面で出していただくことは。 

○請求人 短過ぎますよね、時間が。 

○請求人 分かりました。ありがとうございます。 

○佐藤監査委員 一応ルールになっていますので。 

○請求人 ルールは双方で決めるものでしょう。ルールは双方で決めるものじゃないですか。

ルールは双方で決めるもの。市民と皆さんと一緒に。勝手に決めちゃいかん。そんな権利

がどこにあるんですか。変えましょう、それを。そのために来ています、私たちは。今ま

での在り方を変えましょうよ。 

○藤野代表監査委員 では、意見表明につきましては、その内容を来週の水曜日までに書面で

いただくということでよろしいでしょうか。 

○請求人 はい。 

○藤野代表監査委員 では、そのように決定させていただきます。 

  それでは、これをもちまして住民監査請求に係る陳述の聴取を終了いたします。 

  どうも皆様お疲れさまでした。 

閉会 午後３時０２分 










